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　当社は「お客様の機械を止めない、困らせな
い」という経営方針のもと、圧入機の指定工場
として “ 矢後メンテナンスシステム ” をはじめ
予防保全の提案に力を注いでいます。例えば
オーバーホールは自動車レベルの塗装仕上げな
どベストを基準に提案しています。また油圧ポ
ンプや発電機など圧入機の保全に必要な機器・
装置類に積極的に投資をし、施工現場をバック
アップしています。
　当社の応募が貢献賞という特別な形で表彰を
受け、大変光栄です。技術のより一層のレベル
アップを目指し、お客様に満足いただけるよう
努めてまいりますので、今後ともよろしくお願
いいたします。 �q�þ�w
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災害復旧入契指針 改定へ国交省

　国土交通省は、自治体も含めた災害対応のさ
らなる円滑化・迅速化に向けて、『災害復旧に
おける入札契約方式の適用ガイドライン』を改
定する。近年の災害対応の事例を踏まえ、見積
もり活用や工事の一時停止など積算や施工段階
の内容を追加する。公共工事品質確保促進法（品
確法）の改正により調査等の業務が法律の対象
として明確に位置づけられたことを受け、災害
復旧工事に関する業務についても対応を明記す
る方針だ。

能力評価に応じた賃金支払い実現へ

　国土交通省は、建設技能者の能力評価に対応
した賃金の支払いを実現するため、能力評価実
施団体に対して職種ごとの処遇目標を 2019 年
度内に設定するよう要請した。技能レベルごと
の年収を明確化させることで、若い世代にキャ
リアパスを示し、新規入職の促進や離職の防止
に役立てる狙いだ。明確化した処遇に基づいて
元請に必要額を請求することにより、レベルに
応じた賃金支払いの原資となる適正な請負価格
の確保にもつなげる。
　建設キャリアアップシステムを活用した建設
技能者の能力評価制度は、各専門工事業団体な
どが務める能力評価実施団体が策定する能力評
価基準を基に４段階のレベル分けを行うもの。
建設キャリアアップシステムに蓄積された就業
日数や保有資格などの経験・技能から客観的に
評価される。

技術提案・交渉方式 / 適用拡大へ

　国土交通省は 1月 15 日、プロジェクトの上
流段階から施工者のノウハウを取り入れる「技
術提案・交渉方式」のさらなる適用拡大に向け、
運用ガイドラインを改正した。設計業務、技術
協力業務の期間の長期化など実際に事業を進め
る上で顕在化した課題に対応し、技術協力期間

の設定例などを新たに明示した。事業のより上
流段階から技術提案・交渉方式の適用が検討さ
れるよう、総合評価落札方式との選定フローも
盛り込んでいる。

災復・復興に 1 兆円 / 国交省の補正予算

　国土交通省は１月 31 日、30 日に成立した
2019 年度補正予算の配分額を公表した。対象
事業費は１兆 3044 億円。19 年 12 月に閣議決
定された新たな経済対策に基づき、19 年の台
風 19 号など災害からの復旧・復興と安全・安
心の確保に向けた事業に１兆 0187 億円を充て
た。公共事業の発注を平準化する「ゼロ国債」
は 977 億円を設定した。
　直轄 5270 億円、補助 7774 億円の内訳。この
うちゼロ国債は、直轄 862 億円、補助 115 億円
となっている。
　事業別の配分額は、治水が 2705 億円（うち
ゼロ国債 230 億円）、道路整備が 2203 億円（433
億円）、港湾が 424 億円（125 億円）など。社
会資本整備総合交付金に 1240 億円、防災・安
全交付金には 4353 億円を配分した。
　直轄は、鵡川河川改修や荒川第２・３調節池
整備、一般国道 16 号貝渕地区電線共同溝、山
陰自動車道（出雲～仁摩）が主な配分個所となっ
ている。

新労務単価８年連続増、全国平均 2.5％アップ

　国土交通省は３月から適用する「公共工事設
計労務単価」を公表した。全国の全職種平均（単
純平均）の伸び率は 2.5％となり、法定福利費
相当額加算などによる大幅な引き上げとなった
2013 年度から８年連続のアップ。全職種の平
均金額（加重平均）は２万 0214 円で、労務単
価の公表を開始した 1997 年度以降で最高値と
なった。2019 年度補正予算などに計上された
公共事業の円滑な執行を目的に、通常は４月に
行う労務単価改定の時期を今回も前倒しした。
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正会員

髙城工業株式会社様　		 	 	 愛知県大府市
鈴建工業株式会社様　		 	 	 神奈川県厚木市
湯島興業株式会社様　		 	 	 東京都江戸川区

協賛会員

井上鉄工株式会社様	 	 	 	 岡山県岡山市
西澤重工株式会社様	 	 	 	 滋賀県東近江市
メンテナンスファクトリー株式会社様	 北海道北広島市
トーヨースギウエ株式会社様	 	 	 香川県高松市
大阪特殊車輌株式会社様	 	 	 大阪府東大阪市
北国テクノ株式会社様		 	 	 富山県射水市
株式会社カマタ工機様		 	 	 青森県青森市	
北国建機販売株式会社様	 	 	 石川県白山市
中央自動車株式会社様		 	 	 徳島県板野郡
株式会社髙野産業様　　　	 	 	 北海道北斗市
日通商事株式会社様　　　	 	 	 東京都港区	
　

【会員数の現況】（2020 年 3月 31日現在）
正会員：205 社、協賛会員：44社、賛助会員：4社 5団体
特別会員：8名
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